
河合町財務書類作成支援業務委託 仕様書

１ 委託業務名

河合町財務書類作成支援業務

２ 委託期間

契約締結日の翌日～令和１０年３月３１日まで

３ 業務の目的

本町は、「今後の地方公会計の整備推進について」（平成２６年４月３０日総務省自治財政局長通

知）等を受け、平成２７年度事業において、新しく総務省から平成２７年１月２３日に示された「統

一的な基準による地方公会計マニュアル」による貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算

書及び資金収支計算書（以下、「財務書類」という）の作成と公表、並びにその補助簿として必要な

固定資産台帳の整備を行った。

本業務の目的は、その作成された財務書類並びに固定資産台帳について、令和４年度決算から令

和８年度決算までのそれぞれの一会計年度ごとの更新を行うものである。

なお、当町は財務書類を活用した資産債務の把握や財政運用への活用、住民への情報公開、また、

固定資産台帳を用いた今後の公共施設等マネジメント業務への活用を行うことも目的としている。

４ 準拠する諸法令等

(１) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

(２) 地方自治法施行令（昭和２２年号外政令第１６号）

(３) 今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書（平成２６年４月３０日総務省報告）

(４) 統一的な基準による地方公会計マニュアル（平成２７年１月２３日総務省報告）

(５) 地方公会計の活用のあり方に関する研究会報告書（平成 28 年 10 月総務省公表）

(６) 地方公会計の活用の促進に関する研究会報告書（平成 30 年 3 月総務省公表）

(７) 地方公会計の推進に関する研究会報告書（平成 31 年 3 月総務省公表）

(８) 地方公会計の推進に関する研究会（令和元年度）報告書（令和 2年 3月総務省公表）

(９) 河合町会計規則

(１０) 河合町個人情報保護条例

(１１) 河合町個人情報保護条例施行規則

(１２) その他関係法令

５ 業務内容

上記業務の目的に記載した考え方を踏まえ、財務書類の更新、町全体の資産・債務の把握を目的

とし、受注者は次に掲げる業務を行う。

(１) 財務書類の検証・精査

より精度の高い財務書類作成を目指すため、前年度決算における財務書類・固定資産台帳の検
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証・精査を行い、必要に応じて修正・精緻化を行う。

(２) 固定資産台帳の更新

新規取得・売却については執行伝票(歳入歳出伝票)から、その他の異動については各課へ調査

を実施し、内容の確認を行う。各所管課の資料を全て確認し、総務省「統一的な基準による地

方公会計マニュアル」に従って資産計上の判断を行うこと。なお、総務省マニュアルに記載の

ない事項については受託者の業務実施経験に基づいて資産計上の判断を行うこと。ただし、資

本的支出と修繕費の判断に必要な「区分基準」ついて、総務省マニュアルで「法人税基本通達」

を参考にすると明記されていることから、地方公会計制度に加えて法人税法にも精通する者の

配置を必須とする。

(３) 複式仕訳変換表の作成

歳入歳出伝票を基に、帳簿の記載方法を単式簿記から複式簿記への変換定義を作成する。

ただし、予算科目単位で集計した歳入歳出データに対し１仕訳とせず、歳入歳出伝票の各伝票

に対して 1仕訳となるよう作成すること。また、複式仕訳を一義的に特定できない場合には、

適宜修正仕訳を作成する。

(４) 決算整理仕訳の作成

発生主義に基づいた非資金取引の仕訳作成や一義的に複式仕訳が行えなかった現金主義に基づ

く取引の特定・複式仕訳の振替・修正を行う。

(５) 連結対象団体の科目組替作成

連結対象団体となる対象範囲を策定する。

また、異なる会計基準によって財務書類が作成されている団体においては、「連結財務書類作成

の手引き(総務省)」に定められた連結科目対応表に基づき、勘定科目の読替えを行う。

(６) 相殺仕訳の作成

相殺消去すべき取引の種類を策定する。

会計・団体間の内部取引の確認を行い、相殺・修正仕訳を作成する。

(７) 財務書類の作成

一般会計等・全体会計・連結会計において、財務四表・附属明細書・注記表を作成する。

ただし、全体会計・連結会計においては、「連結財務書類作成の手引き(総務省)」に記載の範囲

で作成する。

(８) 公表用資料の作成

公表用資料として、以下の 2種類の資料を作成する。

① Ａ３用紙１枚に本町の財務書類の概要をまとめた概要版

② 県の調査にも対応可能な詳細版

(９) その他

① 当町では、すでに公会計整備支援ソフトとして、システムディ社の PPP を導入している

ため、PPP を使用して業務を行うこと。なお、見積金額には PPP 保守料金を含むものとする。

② 適正な財務書類更新のための継続的な支援を行い、制度改正、庁内体制の変動等を専門

家として対応し、継続的コンサルティング支援を行う。
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６ 履行体制

新地方公会計制度の統一モデル及び固定資産台帳整備に精通し、業務の実績を有する者が従事す

ること。

また本事業の実施において、システムディ社のソフトウエア PPP の導入使用実績を有する者２名

以上にて行う事。

７ 成果品及び納入物件について

① 財務四表 【一般会計等・全体会計・連結会計】

② 附属明細書 【一般会計等・全体会計・連結会計】

③ 注記表 【一般会計等・全体会計・連結会計】

④ 固定資産台帳データ

⑤ 固定資産台帳分析データ

⑥ 財務書類公表資料データ

⑦ その他作成根拠データ（総勘定元帳等）

※当町が今後財務書類を更新するに当たり、効率的に作業をするためのツールが必要である場合は、

別途協議の上、成果品を変更する。また、委託期間終了日から１年以内の間に本業務の成果品等に

ついて本町が問い合わせを行った場合等は、受託者は誠実にこれに対応することととし、業務完了

後に、成果品に不良箇所が発見された場合は速やかに補足、訂正及び修正を行わなければならない。

なお、これに要する費用は受託者の負担とする。

８ 特記事項

(１) 本業務の実施にあたっては、双方の窓口担当者を定め、かつ、十分な連絡・協議に基づいて行

うものとする。

(２) 本業務を通じて知りえた事項については、双方ともに、秘密を厳守するものとする。

(３) 本業務の契約にあたり、受託者が一括して第三者に業務を委託することは認めない。ただし、

契約業務の一部について、当町の承諾を得た場合についてはこの限りではない。

(４) 本事業の実施に当たり、総務省の動向や全国の公会計の実情を把握する必要があるため、一

般社団法人地方公会計研究センターの会員資格を持つものを受託者とする。

(５) 本仕様書に定めのない事項については、双方の協議に基づいて定めるものとする。
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